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平成 26 年 10 月 20 日 

近 畿 総 合 通 信 局 

 

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災のののの教訓教訓教訓教訓を活かす「を活かす「を活かす「を活かす「防災情報通信セミナー防災情報通信セミナー防災情報通信セミナー防災情報通信セミナー」」」」をををを開催開催開催開催    

    

－－－－東日本大震災の活動経験者が語る被災現場での情報伝達東日本大震災の活動経験者が語る被災現場での情報伝達東日本大震災の活動経験者が語る被災現場での情報伝達東日本大震災の活動経験者が語る被災現場での情報伝達－－－－    

 

 

 

 

 

 

 

１ 開催日時及び会場 

日時：平成 26 年 11 月 20 日(木) 午後 1 時から 4 時 30 分まで 

     講演会 午後 1 時 30 分から 3 時 30 分まで 

展示会 午後 1 時から 4 時 30 分まで 

 

会場：大阪歴史博物館（大阪市中央区大手町 4-1-32） 

講演会 ４階 講堂 

展示会 〃  第１研修室 

 

２ 主 催  

近畿総合通信局、近畿地方非常通信協議会、近畿情報通信協議会 

 

３ セミナー概要 

［講演１］ 

演題：東日本大震災における漁業無線局の対応と役割について 

講師：釜石無線漁業協同組合 釜石漁業用海岸局 

   局長 東谷 傳（あずまや つたえ）氏 

概要：東日本大震災発生時に釜石漁業用海岸局長として他県の海岸局や船舶局

などを経由して行った被害状況・安否情報の伝達、救急車・ヘリコプタ

ーの手配要請等の経験談を通して、防災情報伝達手段の多重化・多様化

の重要性をお話し頂きます。 

[講演 2] 

  演題：東日本大震災における災害派遣～22 連隊 144 日間の活動～ 

   講師：防衛省自衛隊京都地方協力本部 

      本部長 １等陸佐 國友 昭（くにとも あきら）氏 

   概要：宮城県沖地震への備え（震災前）、地震発生直後の状況、人命救

助活動、生活支援活動、活動地域の拡大、市町との連携等、震災

発生前後に第 22 普通科連隊長・多賀城駐屯地司令として執った

活動等を通して得た教訓についてお話し頂きます。 

近畿総合通信局（局長：奥 英之（おく ひでゆき））は、近畿地方非常通信

協議会等との共催により、関西における防災・減災対策の取組みを今一度考え

る「防災情報通信セミナー」を開催します。 

本セミナーの内容は、東日本大震災発生時に被災地で活動した経験者が活動

を通して得た教訓を紹介いただく講演会と最新の防災情報伝達機器等の展示

会としています。 
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[防災機器等展示会] 

防災関連企業による各種防災情報伝達機器、アプリケーション、防災グッ 

ズ等を展示して最新の防災機器等の情報を提供します。 

    

４ 定 員 250 名（定員になり次第締め切り） 

 

５ 参加費 無料 

 

６  申込み方法 

講演会への参加を希望される方は、別紙の参加申込書又は下記事項を記載 

したものをお送りください。 

なお、防災機器等展示会のみに参加の方は、手続き不要です。 

■申込事項：団体名／申込者氏名／参加人数／連絡先電話番号等 

■申込方法：ファクシミリ又は電子メールのいずれか 

ファクシミリ番号  ：０６-６９４２-１８４９ 

  電子メールアドレス：kouenkai-re@soumu.go.jp 

 

※記載頂いた個人情報は、今回のセミナーへの参加に関する手続きのみに使用し、第三者

に開示・提供・預託することは、ありません。 

 

 

＜参考資料＞ 

防災情報通信セミナー案内チラシ 

 

 

【近畿地方非常通信協議会】とは 

近畿管内における非常時の通信の確保と円滑な運用を図ることを目的として、

昭和 37 年に設立され、国の機関、府県、電気通信事業者、放送事業者など 126

団体で構成されています。 

 

【近畿情報通信協議会】とは 

情報通信の健全な普及発展とその利用による国民生活の向上に寄与するとと

もに、会員相互間の緊密な連絡と親睦を図ることを目的として、平成 15 年に

発足し、電気通信事業者、放送事業者及び地方自治体など 213 団体で構成され

ています。 

 

 

 

   連絡先：防災対策推進室 

    （担当：小田） 

      電 話：０６－６９４２－８５０４ 
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（別紙） 

 

「防災情報通信セミナー」の講演会への参加申込書 

 

 

平成２６年   月   日  

 

  近畿総合通信局 防災対策推進室 あて 

 （FAX:06-6942-1849） 

 

団体名（個人の場合は、記載不要） 

 

                                              

申 込者 氏名（複数の場合は、窓口の方の氏名） 

 

                               合計        名（申込者含む） 

（連絡先電話番号）                           

   

                                         

（ファクシミリ番号）                             

                                                 いずれかを記載  

                                                   願います。 

（電子メールアドレス）                            

 

                                         

ご来場のおり、受付にて本票をご提示願います。 

 

  日 時  平成２６年１１月２０日(木) １３：３０～１５：３０ （１３：００開場） 

            

場 所  大阪歴史博物館 ４階講堂  （大阪市中央区大手町 4-1-32） 

 

※記載頂いた個人情報は、今回のセミナーへの参加に関する手続きのみに使用し、第三者

に開示・提供・預託することは、ありません。 



日 時 

場 所 

平成２６年   

お問い合わせ ：総務省 近畿総合通信局   防災対策推進室 （０６） ６９４２ - ８５０４ 

大阪歴史博物館 ４階  

大阪市中央区大手前４－１－３２   

主 催 

講演 ２ 

総務省近畿総合通信局、近畿地方非常通信協議会、近畿情報通信協議会 

 

 
 － 東日本大震災の活動経験者が語る被災現場での情報伝達 － 

『東日本大震災における災害派遣 
   ～22連隊144日間の活動～』 

講演 １ 

講演 ２ 

入場 
無料 

講演会への参加を希望される方は、下記の事項を明記のうえ、電子メール又はＦＡＸでお申込みください。 
なお、参加申込は、定員に達した時点で締め切らさせていただきます。 
※防災機器等展示会のみの参加の場合は、参加申込みは不要です。 

■ 申込事項 所属・団体等／申込者氏名／参加人数／連絡先の電話番号 ・ FAX番号 ・ メール 
       アドレス（いずれか一つ）  
■ E-mail kouenkai-re@soumu.go.jp  ■ ＦＡＸ ０６-６９４２-１８４９ 

お申込方法 

宮城県沖地震への備え（震災前）、地震発生直後の状況、人命救助活動、生活支援活動、
活動地域の拡大、市町との連携等、震災発生前後に第22普通科連隊長・多賀城駐屯地
司令として執った活動等を通して得た教訓についてお話しいただきます。 

東日本大震災発生時に釜石漁業用海岸局長として他県の海岸局や船舶局などを経由 
 して行った被害状況・安否情報の伝達、救急車・ヘリコプターの手配要請等の経験談を 
通して、防災情報伝達手段の多重化・多様化の重要性についてお話しいただきます。 

（地下鉄谷町線・中央線「谷町四丁目駅」２号又は９号出口） 
  ※公共交通機関をご利用ください。   

講演会場：講堂 ／ 展示会場：第１研修室   

『東日本大震災における漁業無線局の 
                   対応と役割について』 

國友 昭 氏  防衛省自衛隊京都地方協力本部長  １等陸佐 

く に と も        あきら 

東谷 傳 氏  釜石無線漁業協同組合 釜石漁業用海岸局長    

あずまや       つたえ 

防災機器等展示会 
防災関連企業による各種防災情報伝達機器、アプリケーション、防災グッズ等を展示し、最新の防災機器等
の情報提供をいたします。 

１３：３０～１５：３０ （防災情報通信講演会) 
１３：００～１６：３０ （防災機器等展示会) 




